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１．「ニューディール体制」の特徴
「ニューディール体制」は，1980年代に入ってかなり色槌せて見えるようになったけれども，長い
間，現代アメリカにおける政治や経済の基礎を形成したと言われてきた。それは，「ニューディール
体制」のもとで，リベラルな政策理念や多元的な社会システムが定着し，第二次世界大戦後もアメリ
カ社会に活力と柔軟性を与えてきたからである。
「ニューディール体制」は，政府の役割や行政権を飛躍的に拡大させ，その機能は，経済の規制。
統制と利益（利害）の調整。分配という２つの側面に集約的に表れた。つまり，未曾有の大恐慌下に
あって，経済的破綻と社会的危機が深刻なために，政府は，制度的な規制や統制を経済のあらゆる分
野に広げるとともに，利害調整。利益配分を図ろ「ブローカー的機能」を新たな社会システムとして
定着させようとしたのである。その結果，政府の規制。統制。監督が銀行業務，証券取引，労使関係
にまで及ぶようになり，社会保障法によって「福祉国家」への第一歩を踏み出したこともあって，
｢ニューディ〒ル体制」は，行政機能の比重と役割を飛躍的に拡大させたのであった。
ところが，多数のニューディール立法が違憲判決を受け，ローズヴェルト大統領の「裁判所詰め込
み案」（CourtPackingP1an）に批判が高まると，連邦議会内で保守派の台頭が顕著になり，次第に
｢ローズヴェルト連合」は変容し始めた。しかも，1937年夏から経済的リセションが起こり，再び深
刻な恐慌が再燃したこともあって，社会的統合をそれなりに果たしてきた「ニューディール体制」は
大きく動揺した。しかしローズヴェルト政権は，経済の軍事化で1937年恐'慌を克服し，「ニューディー
ル体制」を「戦時体制」へと移行させることによって，政権基盤の動揺を何とか乗り切った。その結
果，「ニューデイール体制」は，「戦時体制」から軍産複合体（Military-IndustlialComplex）にまで引
き継がれ，1960年代に顕在化した，政府。独占資本。労働者の結合する「コーポラティズム体制」の
プロト゜タイプ（原型）ともなったのである。
一方，多くの民衆は，深刻化する社会的危機を前にして，“レセ・フェール”（自由放任）のまま
ではもはや生活を維持できないと痛感し，社会体制や経済システムのあり方そのものを強烈に意識せ
ざるを得なかった。そして，緊急救済。応急対策から社会政策。制度改革へと，ニューディール政策
の体系や枠組みが拡大し，「ブローカー的機能」によって利害調整と利益分配の成果があがってくる
と，民衆運動の側は，「ブローカー的機能」を「リベラリズム」の発現と受け止め，「ローズヴェルト
－７７－
連合」の多数派基盤に参画して「ニューディール体制」に統合されるものと，あくまで「ニューディー
ル体制」の圏外に立って，「ブローカー的機能」それ自体を攻撃するものとに分裂した。もちろん，
｢ニューディール体制」に統合された民衆運動の方が圧倒的に優勢であり，そのために，アメリカで
は「ファシズム体制」が成立しなかったことは言うまでもない。
２．本論文の構成
本論文は，このような視点に立って，政府の「ブローカー的機能」やニューディール政策が民衆
(運動）をどのように統合。包摂したのか考察したものであり，特にニューディールの社会。経済シ
ステムに着目して，1930年代のアメリカを「ニューディール体制論」として再構成したものである。
なお，本論文は２部構成になっており，第一部（１～６章）では，ニューディール政策の枠組みや社
会。経済システムを考察し，第二部（７～14章）では，それに規定された民衆の社会意識や社会運動
を検討することに主眼を置いた。
第一部
第１章では，株価暴落がもたらした衝撃の大きさを明らかにし，従来のニューディール経済論がア
プリオリに前提としてきた株価の動きを詳細に分析しながら，1920年代の繁栄がもたらした歪みの実
態を探ってみた。
ニューヨーク証券取引所では，株価が1929年９月３日に天井をつけたものの，その後乱高下を繰り
返す神経質な相場展開となり，ついに10月24日，“売り''一色の雪崩現象となる‘`暗黒の木曜日',を
迎えた。そして株価は，１０月29日の“悲劇の火曜日，,に壊滅的な総崩れとなり，１１月13日に1929年の
底値を記録した。しかし，財務長官のアンドリュー。Ｗ・メロン（AndrewWMellon）や商務長官
のトーマス．Ｗ・ラモント（ThomasWLamont）は，過去の景気変動と何ら変わりないとあくまで
楽観的であり，自動車業界のヘンリー。フォード（HemyFord）や全国製造業者協会（National
AssociationofManufacturers）のジョン.Ｅ・エッジャートン（JohnEEdgerton）も，実業界の結束
が維持されているので経済の萎縮が進行する危険性はないと述べた。
第２章では，アメリカ経済学が恐慌をどのように捉え，どのような“処方篝'，を提示していたのか
明らかにし，制度学派，景気循環論，ケインズ理論などがニューディール政策に与えた影響について
考察した。
制度学派の議論は，大企業の独占支配が価格伸縮'性と競争を失わせ，技術革新に対する企業の意欲
を低下させ，利潤を再投資に過大に振り向ける過剰投資と労働分配率の悪化による過少消費が深刻な
恐慌の背景になっているとみた。また，景気循環論の立場をとるエコノミストは，賃金の引下げを抑
制して消費の回復を図ること，通貨の流通を加速化させる「リフレーション」政策によって物価をあ
げることなどを提唱したが，景気循環を「資本主義の心臓の鼓動」と捉えるジョーゼフ。Ａ゜シュン
ペーター（JosCphASchnmpeter）に代表されるように，いずれは景気回復と社会的均衡を実現する
であろうと考えた。
さらに，ジョン.Ｍ・ケインズ（JohnMKeynes）は，1936年に「雇用。利子および貨幣の一般
理論」を発表し，公共支出が雇用創出と総需要拡大に有効であるという観点から，不況を克服する政
府の積極的な財政支出を強く求めた。このケインズ理論は，アメリカ政府の内部に「ケインズ主義者」
の「スペングー。グループ」を形成し，後期ニューデイールに大きな影響を与えることとなった。
この第１．２章を踏まえながら，第３章では，ニューディール政策の枠組みと矛盾点を検証し，緊
急救済。応急対策から社会政策。制度改革へと体系化されていった政策理念と行政機能について分析
した。
ニューディール政策による社会的な規制や統制は，アメリカ独特の「リベラリズム」と社会的機能
を生み出し，独占資本や.“ビッグ・ビジネス，，と国家権力を結合させる構造的なシステムを作り上げ
た。しかもそれが，「ファシズム体制」とは異なり，失業救済，社会福祉，労働者保護などの革新的。
－７８－
｢民主的」統合の“装い”をもってなされた点にニューディールの特徴が認められる。そして，ニュー
ディール政策そのものは終焉しても，「ニューディール体制」が生み出した社会゜経済システムは定
着し，このシステムが「戦時体制」への動員を早め，ひいては軍産複合体への道を掃き清めることに
もなったのである。
第４章では，1935年から1936年にかけて次々とニューディール立法に違憲判決が下されたことに対
して，ローズヴェルト大統領が制度化しようとした「裁判所詰め込み案」を取り上げ，“レセ・フェー
ル,,を支えてきたアメリカ的な法理念。法イデオロギーからの転換，連邦議会内で次第に顕在化して
きた保守派の台頭などと関連づけながら考察した。
「裁判所詰め込み案」は，ニューディール政策の先行きを不安視した政府が，行政機能の拡大や社
会政策。制度改革の必要性を認識するリベラルな判事を送りこみ，旧態依然とした法理念。法イデオ
ロギーからの脱却を図ろうとしたものであることは誰の眼にも明らかであった。しかし，この「裁判
所詰め込み案」は保守派から格好の攻撃材料となり，リベラル派からも行政府への権力集中と民主主
義の逸脱を危ぶむ声が高まったため，結果的に民主党は分裂してローズヴェルト政権は大きく動揺す
ることになった。しかも皮肉なことに，二期目のローズヴェルト政権が発足すると，連邦最高裁判所
は新たなニューディール立法に対して次々と合憲判決を下し，高齢な裁判官の辞任や死去も相次いだ
ため，多数のリベラルな判事が任命されて「ローズヴェルト゜コート」が実現したのであった。
第５章では，1937年の夏から始まった経済的リセションに焦点を当てて，アメリカ商工会議所や全
国製造業者協会に代表される産業界のニューディール批判，恐慌の再燃を前にして高まった政府内の
財政論争や政策論議などを取り上げ，後期ニューディールの方向性を探った。
1937年８月から年末にかけて恐慌が再燃し，700万人台に減少した失業者も再び1,000万人台を超え
たため，ニューディール政策の成果を一挙に崩壊させることになった。これは，金融引締め策と財政
支出の削減に起因していたが，緊急救済や応急対策として展開された初期ニューディール政策の脆さ
を露呈し，ローズヴェルト政権内部の政策論争を活発にさせ，後期ニューディール政策の体系化を促
す契機となった。その結果，「スペンダー。グループ」と反トラスト論者が同一歩調をとることによっ
て，利害調整。利益分配の行政機能は，財政支出の‘`スペンディング”と独占資本。“ビッグ。ビジ
ネス”の規制という柱に基づくものとなった。。
1937年恐慌は‘`ローズヴェルト不況'，とも呼ばれ，第４章で取り上げた「裁判所詰め込み案」の影
響もあって，「ローズヴェルト連合」の変容と保守派の台頭が顕在化し，次第に「ニューデイール体
制」に閉塞感が漂い始めた。しかし，ローズヴェルト政権と民主党主流派は，ヨーロッパ。ファシズ
ムの台頭に対してアメリカ国内で根強かった「孤立主義」を逆手にとり，行政権の拡大や社会。経済
システムを産業の軍事化に利用し，「ニューディール体制」を「戦時体制」へと移行させることで政
権基盤の動揺を乗り切った。第６章は，こうした経済の軍事化へと移行していく過程を考察したもの
であり，「ニューデイール体制」下の社会。経済システムが，参戦までの「国防期」にどのように機
能したのか検証したものである。
政府は，軍事化の財政支援を，恐慌が勃発した当初に設立した復興金融公社（Reconstruction
FmanceCoIpomtion）を基盤に実施することを決定し，軍需生産に必要なあらゆる融資を行う権限を
復興金融公社に与えた。その結果，復興金融公社は強大な権限を発揮して経済の軍事化に乗りだし，
軍需生産を促進するために，短期間に国防資材供給公社，国防生産施設公社，ゴム備蓄公社，金属備
蓄公社などの諸機関を次々と設立した。
第二部
恐，慌が深刻になるにつれて，失業して糊口を絶たれた人々の生活はますます悲惨な状態になり，国
民の多くが飢餓の恐'怖感と絶望感に苛まれるようになった。第７章は，このような失業者の生活と，
それに対処する緊急救済プログラムを論じたものであり，特にニューヨーク，ペンシルヴェニア，イ
リノイの３州を取り上げ，州政府の財政支出とフーヴァー政権の対応策を検討した。アメリカでは，
－７９－
生活困窮者や“社会的弱者,，の救済は，伝統的に民間団体や州政府。地方自治体によって実施されて
きたが，未曾有の恐慌が救済資金を枯渇させ，財政危機。財政破綻を深刻にさせたため，連邦政府の
救済プランと財政政策に依存せざるを得なくなってしまった。
これに対して，既存の労働組合や農業団体は，不十分ながらローズヴェルト政権に対する働きかけ
を強め，ニューディール政策に反映する影響力をそれなりに行使することができたけれども，組織力
の恩恵を受けないランク.アンド゜ファイルの労働者や農民たちは，従来の組織形態，闘争目標，ス
ト戦術などを超える激しい闘いを挑んだのであった。第８章では，このような労働者や農民たちの追
い込まれた生活状況を取り上げるとともに，トラック運転手（ティームスター)，港湾労働者，繊維
労働者のストライキ，農民休日連盟（Farmers'HolidayAssociation）の運動などを検証した。これら
のストライキは，しばしば多くの犠牲者を出して悲惨な結末を迎えることも多かったが，それだけ労
働者や農民たちが苦悩していた証拠と見るべきであろう。
第９章では，恐慌で激しい衝撃を受けたインテリ層。知識人たちが，どのような社会意識に基づい
て行動を起こしたのか，「ニューデイール体制」をどのように捉えていたのか，芸術家の動きも含め
て様々な角度から検討を加えた。
インテリ層。知識人たちは，ソ連の社会主義建設を“偉大な実験'，として注目し，アメリカに何ら
かのコレクティヴイズム（集産主義）や「社会革命」が必要であると主張した。そのため多くの文学
者たちは，全米作家会議（AmericanWriters'Congress）を組織して自らの社会的責任と政治的行動を
呼びかけ，大統領選挙で社会党や共産党の候補者を支持すると表明したり，労働運動，失業者運動，
黒人連動などの大衆行動に参加したりする姿勢を示した。また芸術家も，芸術家組合（Artists’
Union）や芸術家会議（Artists'Congress）を通して社会意識を高揚させ，文化活動の社会的意義を自
覚してニューディール芸術計画にも参加した。
ところが，1935年のコミンテルン第七回大会が人民戦線路線を打ちだし，「モスクワ裁判」や独ソ
不可侵条約などが衝撃的に伝えられると，知識人やインテリ層の間に動揺が走り，かえって社会意識
を鎮静化させてしまう人々も多くなった。しかも，1938年５月に下院非米活動委員会（HouseUn‐
Ame1icanActivitiesCommittee）が結成され，その矛先が次第にニューディール派の政治家や官僚に
まで及ぶようになると，インテリとしての知性や精神をますます揺さぶられた知識人たちは，社会意
識を高揚させて行動に走った自らの「過去」を悔いて，「転向」の姿勢を示すものもかなり現われた。
また，恐慌に苦悩して社会的な行動を起こしたのは知識人やインテリ層ばかりではなく，第10章で
は，失業不安と生活苦に襲われた組織労働者たちを主に取り上げ，ニューディール政策との関係や新
しい組合活動の実態を検証した。
生活を脅かされ続けた労働者たちは，全国産業復興法（NationallndustrialRecovelyAct）や全国
労働関係法（NationalLaborRelationsAct，ワグナー法）を盾にとって，解雇や賃金カットに対抗す
る組合活動の組織化を目指した。しかし，従来から労働運動を主導してきたアメリカ労働総同盟
(AmericanFederationofLabor）が職種別。職能別組合主義に固執し，全国産業復興法の第７条(a)項
が労使関係や組合管轄権をかなり暖味にしか規定していなかったため，実際には経営者の庇護下にあ
る会社組合が多数成立することになった。その結果，こうした状況の打開を目指して，大量生産工業
の未熟練。半熟練労働者を産業別単位に一括して組合に組織する要求が強まり，ワグナー法の成立に
も支えられて，産業別組織委員会（CommitteefbrlndustrialOrgamzations）が結成された。ところが，
組織力を広げた産業別組織委員会も，アメリカ労働総同盟が産業別の組合組織化を推進し，“赤”の
恐慌をキャンペーンするに及んで，次第に分裂と後退を余儀なくされ，アメリカの労働総同盟と決別
した産業別組織会議（CongressofmdusmalOrgamzations）も，ほとんど「ニューディール体制」に
統合されてしまうのである。
さらに，第11章と第13章は，アメリカ共産党と「ニューディール体制」との関係を考察したもので
あり，第11章では，共産党が初期ニューディール政策と深刻化する恐'慌をどのように捉えていたのか，
－８０－
■社会党との統一戦線運動にどのような展望をもっていたのか検討し，第13章では，コミンテルン第七
回大会の影響を受けた共産党が，「ニューデイール体制」の形成とローズヴェルトの再選にどのよう
に対処したのか検証した。また，第12章では，1931年３月にアラバマ州で起こったスコッツポロー事
件を取り上げ，この事件に象徴的に表れている人種差別の根深さと共産党の大衆運動を分析した。
1930年代のアメリカが“赤い10年”（RedDecade）と言われるように，社会党や共産党にとって勢
力基盤と大衆運動を強化する絶好の機会であったが，結果的に両党は，「ニューデイール体制」に対
して対照的な姿勢をとった。
まず社会党は，ニューディール政策の効果が表れるようになると，改良的なプログラムの独自性が
失われ，右派を中心にニューディール支持に転向する党員が続出した。そのため社会党は，党員数の
減少が顕著になって大衆的基盤がますます弱くなるとともに，次第に「ニューデイール体制」そのも
のを攻撃する姿勢を強め，かえって極端な非現実路線を掲げる理論的急進性だけをもった左翼政党に
なってしまった。
また共産党は，コミンテルン第七回大会の人民戦線路線を契機にして，親ニューデイール的統一戦
線の運動へと踏みきり，反ニューディールを基軸にした従来の姿勢を大きく転換させた。その結果，
共産党はローズヴェルトの再選を「間接的」に支持し，「共産羊義は２０世紀のアメリカニズムである」
という方針のもと，「ニューディール体制」の内部から大衆連動に取り組んだのであった。
こうした状況下では，社共共闘や統一戦線運動が幅広い大衆行動に発展することはなく，「ニュー
ディール体制」の社会。経済システムや「リベラリズム」の包摂力。統合力の方がはるかに強力であっ
たことは否定できない。しかし，第12章で検証したスコッツポロー事件は，恐慌の深刻化とも相俟っ
て，南部社会の矛盾をひときわ顕在化させることになったため，特に共産党が人権擁護を求める幅広
い大衆運動を組織したケースとして忘れることはできない。
最後の第14章は，ニューデイールの美術行政に参加したベン゜シャーン（BenShahn）の軌跡を追っ
たものであり，連邦芸術計画（FederalArtPrQject）や公共芸術事業計画（PublicWolksofArt
PrOject）が実施された様子と，恐慌下の全米を歩き回ったシャーンの社会意識や創作活動について考
察した。
連邦芸術計画や公共芸術事業計画はニューディール政策の幅の広さを象徴するものであり，それに
参加したシャーンは，「ニューディール体制」下の「社会」と「人間」を直視し，アメリカを代表す
る社会派の芸術家として大きく成長した。シャーンが“恐`慌”への旅で見たのは，重苦しい運命に押
しつぶされそうになりながらも懸命に生きている移民，失業者，黒人たちの姿であり，シャーンは，
彼らの生活を一連の“サンデー・ピクチュア'，で描いた。そしてシャーンは，「ニューディール体制」
の下で矛盾に満ちた現実と格闘しながら，社会の底辺に息づく「人間」の姿に愛着をもって迫ろうと
する姿勢を強めた。
以上述べてきたことを総括すると，本論文の第一部と第二部の関係を次のように措定することがで
きる。第一部で検討したように，ローズヴェルト政権は，行政権の拡大。強化によって「ブローカー
的機能」を発揮し，矛盾や限界を孕みながらも，利害調整。利益分配に基づく「社会的均衡」をニュー
ディール政策によって実現しようとした。その結果，制度改革や社会政策のシステムが拡大。強化さ
れ，「リベラリズム」の包摂力もかなり広がったため，第二部で検証したように，“社会的弱者，,の
多くは「ニューディール体制」に統合され，社会主義や労働運動までもほとんど「体制内化」されて
しまうのであった。つまり，当時の民衆（運動）は，ニューディール政策の効果と「ニューディール
体制」の包摂力，言い換えれば，その社会。経済システムの機能や広がりに大きく規定されていたの
である。
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①Abstract
FranklmD，Roosevelt1spromiseofai1newdeal11gavehopetomillionsofhnpoverishedAmericansdur-
ingtheGreatDepression，butlhedistressoftheeconomicsimationleftmuchofhispUb1icpledgeunfil
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亡equentlypathbreakingintheirdeliveryoffederalresourcesoutsidenomlalchanne１s，alsoretaineda
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widecnseswiththelocalfimctiondesirabletosafeguard台ｅｅｄｏｍｅｈａｓａｌｗａｙｓｂｅｅｎｏｎｅｏｆｔｈｅｍｏｓtre-
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eratedmassivemdustrialproduction,putｔｈｅｍ可orityoftheAmericanpeoplebacktowolk．
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学位論文審査結果の要旨
審査の対象になったのは，長年の研究の集大成というべき，原稿用紙にして約2000枚に及ぶ大部な
学位請求論文である。
歴史論文には，歴史の解釈を巡る考察と，事実の発掘による新しい歴史像を提示するとの二つの傾
向があるとするなら，本論文は，明らかに前者に属している。そこでの筆者の立場は明白である。レー
ガン政権までの合衆国の政治構造を彼独自の「コーポラティズム体制」と規定し，それとの「ニュー
ディール体制」との連続性を主張し，現代アメリカ政治体制との関連で立論し，単なる客観的歴史叙
述に終わらず，問題関心はより現実的である。これが本論文の第１の特徴である。
第２の特徴は，膨大な分量に見合う実証的研究成果であることである。本論文においては，ニュー
ディールに関する欧米。日本のほとんどの先行研究の文献にあたり，「ニューディール体制」を多角
的に捉え，その全体像を浮き彫りにしようとしている。そこでは，本論文は２部に分けられ，第１部
では，1929年の金融恐'慌にはじまる経済状況と，その対応策としての「初期ニューディール体制」か
ら，ローズヴェルト政権の自覚的政策が展開される「後期ニューディール体制」までの社会。政治的
構造がつぶさに検討されている。
最後に，本論文の第３の特徴は，従来の研究の主流であった制度史的枠組みのアプローチだけでな
く，第２部で，社会史的要素を取り入れ，いわば「下からの」視点で恐'慌下の社会状況に迫り，第１
部，２部を通してその全体像を描き，総合的に「ニューデイール体制」を把握しようとすることにあ
る。
内外の先行研究では経済学的。政治史的考察が中心であり，社会史的側面からの研究はその緒につ
いたばかりであり，この点で本論文の構成，方法論は基本的に高く評価することができよう。特に第
２部では，氏が合衆国留学中に渉猟した１次資料を駆使して，様々な労働。農民運動が詳細に描かれ
ている。
ただし，このような論述はそれ相応の負の部分を持ちやすいのもまた事実である。すなわち，全体
像を描こうとするあまりに，各テーマの間の相互関係が失われ，それぞれの考察がある程度の暖昧さ
を残し，総花的叙述に陥る危険性である。本論文もこれら欠陥から完全に免れているわけではない。
第１部では，「ブローカー的機能」を行使しつつ国民を統合して「後期体制」へと転換するダイナミ
ズムに欠け，第２部では，労働争議，農民運動，左翼の動向などの個々の現象は細綴に捉えられてい
るとしても，それが社会状況として有機的に関連づけられていないために，民衆の実像が見えにくい
との印象は拭えない。さらに，章立てが適切かとの疑問がないわけではない。
とはいえ，指摘したような本論文の暇疵の多くは，「ニューディール体制」を包括的に叙述しよう
とする非常に困難な作業に取り組んだことの必然的結果であると思われる。浩渤な資料と先行研究に
基づいて，「ニューディール体制」の全体像をここまで描いた研究は日本では未だなく，審査委員会
は総合的に判断して，学位論文として充分であるとの結論に達した。
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